
参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

ガス事業法の一部改正に伴い、ガス小売事業者等が定める保安規程の一部を

地震防災事前措置計画とみなすこととするため、この条例を制定するものであ

る。 

議案第１１号 

 

   川崎市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 川崎市市税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

            平成２９年 ２ 月１３日提出 

                川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市市税条例の一部を改正する条例   

第１条 川崎市市税条例（昭和２５年川崎市条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。 

  附則第２４項の見出し中「平成２８年度分」を「平成２９年度分」に改め、

同項中「平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで」を「平成２８

年４月１日から平成２９年３月３１日まで」に、「において、平成２８年度

分」を「には、平成２９年度分」に改める。 

第２条 川崎市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第１４条中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加える。 

  第２３条の３中「１００分の１２．１」を「１００分の８．４」に改める。 

  第２３条の４第１項第１号中「１２．１分の２．４」を「８．４分の２．

４」に改め、同項第２号中「１２．１分の１．２」を「８．４分の１．２」

に改める。 

  第６２条を次のように改める。 

  （軽自動車税の納税義務者等） 

第６２条 軽自動車税は、３輪以上の軽自動車（法第４４２条第５号に規定

議案第１１号



する軽自動車をいう。以下軽自動車税について同じ。）に対し、当該３輪

以上の軽自動車の取得者に環境性能割によって、軽自動車等（法第４４２

条第３号に規定する軽自動車等をいう。以下軽自動車税について同じ。）

に対し、当該軽自動車等の所有者に種別割によって課する。 

２ 前項に規定するもののほか、軽自動車税の納税義務者等については、法

第４４３条及び第４４４条に定めるところによる。 

第６３条（見出しを含む。）中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

の次に次の６条を加える。 

（環境性能割の課税標準） 

第６３条の２ 環境性能割の課税標準は、３輪以上の軽自動車の取得のため

に通常要する価額として法施行規則第１５条の１０に定めるところにより

算定した金額とする。 

（環境性能割の税率） 

第６３条の３ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課する環境性

能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

⑴ 法第４５１条第１項（同条第４項において読み替えて準用する場合を

含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の１ 

⑵ 法第４５１条第２項（同条第４項において読み替えて準用する場合を

含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の２ 

⑶ 法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの １００分の３ 

  （環境性能割の徴収の方法） 

第６３条の４ 環境性能割の徴収については、法第４５３条に定める申告納

付の方法による。 

（環境性能割の申告納付） 

第６３条の５ 第６２条に定める環境性能割の納税義務者は、法第４５４条



する軽自動車をいう。以下軽自動車税について同じ。）に対し、当該３輪

以上の軽自動車の取得者に環境性能割によって、軽自動車等（法第４４２

条第３号に規定する軽自動車等をいう。以下軽自動車税について同じ。）

に対し、当該軽自動車等の所有者に種別割によって課する。 

２ 前項に規定するもののほか、軽自動車税の納税義務者等については、法

第４４３条及び第４４４条に定めるところによる。 

第６３条（見出しを含む。）中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

の次に次の６条を加える。 

（環境性能割の課税標準） 

第６３条の２ 環境性能割の課税標準は、３輪以上の軽自動車の取得のため

に通常要する価額として法施行規則第１５条の１０に定めるところにより

算定した金額とする。 

（環境性能割の税率） 

第６３条の３ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課する環境性

能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

⑴ 法第４５１条第１項（同条第４項において読み替えて準用する場合を

含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の１ 

⑵ 法第４５１条第２項（同条第４項において読み替えて準用する場合を

含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の２ 

⑶ 法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの １００分の３ 

  （環境性能割の徴収の方法） 

第６３条の４ 環境性能割の徴収については、法第４５３条に定める申告納

付の方法による。 

（環境性能割の申告納付） 

第６３条の５ 第６２条に定める環境性能割の納税義務者は、法第４５４条

第１項の規定により、規則で定める申告書を市長に提出するとともに、そ

の申告した環境性能割額を納付しなければならない。 

２ ３輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）は、

法第４５４条第２項の規定により、規則で定める報告書を市長に提出しな

ければならない。 

（環境性能割に係る不申告等に関する過料） 

第６３条の６ 環境性能割の納税義務者は、前条の規定によって申告し、又

は報告すべき事項について、正当な事由がなくて申告又は報告をしなかっ

た場合においては、１００，０００円以下の過料に処する。 

２ 前項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、発付の日から１０日以内とする。 

（環境性能割の減免） 

第６３条の７ 次に掲げる３輪以上の軽自動車のうち、市長が必要あると認

めるものに対する環境性能割は、これを減免することができる。 

⑴ 公益上その他の事由により、特に減免を必要とする軽自動車 

⑵ 前号のほか、特別の事由があるもの 

２ 前項の規定によって環境性能割の減免を受けようとする者は、規則で定

める様式による申請書にその事由を証する書類を添付して納期限までに市

長に提出しなければならない。 

第６４条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「軽

自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し」を「次の各号に掲

げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は」に改める。 

  第６５条（見出しを含む。）、第６６条（見出しを含む。）、第６７条の

２（見出しを含む。）及び第６９条（見出しを含む。）中「軽自動車税」を

「種別割」に改める。 



第７０条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第４項中「第

４４２条の２第２項」を「第４４４条第１項」に、「法第４４７条第２項の

規定により」を「当該軽自動車等の買主の住所又は居所が不明であることを

理由として」に改める。 

第７１条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「第

４４２条の２第２項」を「第４４４条第１項」に、「報告しなかった」を「報

告をしなかった」に改める。 

附則第２４項を附則第２８項とし、附則第１４項から附則第２３項までを

４項ずつ繰り下げる。 

附則第１３項（見出しを含む。）中「軽自動車税」の次に「の種別割」を

加え、同項を附則第１７項とする。 

  附則第１２項の次に次の４項を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

１３ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第１章第２節の規

定にかかわらず、神奈川県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例によ

り、行うものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

１４ 市長は、当分の間、第６３条の７の規定にかかわらず、神奈川県知事

が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定

める３輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

 （軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

１５ 第６３条の５に定める申告納付については、当分の間、同条中「規

則」とあるのは「法施行規則第３３号の４様式」と、「市長」とあるのは

「神奈川県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 



第７０条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第４項中「第

４４２条の２第２項」を「第４４４条第１項」に、「法第４４７条第２項の

規定により」を「当該軽自動車等の買主の住所又は居所が不明であることを

理由として」に改める。 

第７１条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「第

４４２条の２第２項」を「第４４４条第１項」に、「報告しなかった」を「報

告をしなかった」に改める。 

附則第２４項を附則第２８項とし、附則第１４項から附則第２３項までを

４項ずつ繰り下げる。 

附則第１３項（見出しを含む。）中「軽自動車税」の次に「の種別割」を

加え、同項を附則第１７項とする。 

  附則第１２項の次に次の４項を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

１３ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第１章第２節の規

定にかかわらず、神奈川県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例によ

り、行うものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

１４ 市長は、当分の間、第６３条の７の規定にかかわらず、神奈川県知事

が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定

める３輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

 （軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

１５ 第６３条の５に定める申告納付については、当分の間、同条中「規

則」とあるのは「法施行規則第３３号の４様式」と、「市長」とあるのは

「神奈川県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

１６ 軽自動車税の環境性能割の税率の特例は、次のとおりとする。 

⑴ 営業用の３輪以上の軽自動車に対する第６３条の３の規定の適用につ

いては、当分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第６３条の３第１号 １００分の１ １００分の０．５ 

第６３条の３第２号 １００分の２ １００分の１ 

第６３条の３第３号 １００分の３ １００分の２ 

⑵ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第６３条の３第３号の規定の適

用については、当分の間、同号中「１００分の３」とあるのは、「１０

０分の２」とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１０月１日から施行する。ただし、第１条及び附

則第３項の規定は、平成２９年４月１日から施行する。 

（法人の市民税に関する経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の川崎市市税条例（以下「新条例」という。）

第２３条の３及び第２３条の４第１項の規定は、平成３１年１０月１日以後

に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度

分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市

民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお

従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

３ 第１条の規定による改正後の川崎市市税条例附則第２４項の規定は、平成

２９年度分の軽自動車税について適用し、平成２８年度分の軽自動車税につ

いては、なお従前の例による。 



４ 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、平成３１年１０

月１日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環

境性能割について適用する。 

５ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成３２年度以後の

年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの軽自動

車税については、なお従前の例による。 

（アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽自動車等に対する軽自動車

税の特例に関する条例の一部改正） 

６ アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽自動車等に対する軽自動車

税の特例に関する条例（平成２１年川崎市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

  題名及び本則中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加える。 

 （アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽自動車等に対する軽自動車

税の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

７ 前項の規定による改正後のアメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽

自動車等に対する軽自動車税の種別割の特例に関する条例の規定は、平成３

２年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分

までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

（川崎市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

８ 川崎市市税条例の一部を改正する条例（平成２６年川崎市条例第２１号）

の一部を次のように改正する。 

附則第７項中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例附則第

１３項」を「川崎市市税条例の一部を改正する条例（平成２９年川崎市条例

第  号）第２条の規定による改正後の川崎市市税条例（以下「平成３１年

新条例」という。）附則第１７項」に改める。 



４ 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、平成３１年１０

月１日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環

境性能割について適用する。 

５ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成３２年度以後の

年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの軽自動

車税については、なお従前の例による。 

（アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽自動車等に対する軽自動車

税の特例に関する条例の一部改正） 

６ アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽自動車等に対する軽自動車

税の特例に関する条例（平成２１年川崎市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

  題名及び本則中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加える。 

 （アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽自動車等に対する軽自動車

税の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

７ 前項の規定による改正後のアメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る軽

自動車等に対する軽自動車税の種別割の特例に関する条例の規定は、平成３

２年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分

までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

（川崎市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

８ 川崎市市税条例の一部を改正する条例（平成２６年川崎市条例第２１号）

の一部を次のように改正する。 

附則第７項中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例附則第

１３項」を「川崎市市税条例の一部を改正する条例（平成２９年川崎市条例

第  号）第２条の規定による改正後の川崎市市税条例（以下「平成３１年

新条例」という。）附則第１７項」に改める。 

附則第８項の表以外の部分中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、

「係る新条例」を「係る川崎市市税条例」に、「新条例附則第１３項」を「平

成３１年新条例附則第１７項」に改め、同項の表中「新条例第６４条第１項

第２号ア（イ）」を「川崎市市税条例第６４条第１項第２号ア（イ）」に、「新条例第

６４条第１項第２号ア （ウ）」を「川崎市市税条例第６４条第１項第２号ア （ウ）」

に、「新条例附則第１３項」を「平成３１年新条例附則第１７項」に改める。 

（川崎市市税条例の一部を改正する条例の一部改正に伴う経過措置） 

９ 前項の規定による改正後の川崎市市税条例の一部を改正する条例の規定中

軽自動車税の種別割に関する部分は、平成３２年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割について適用し、平成３１年度分までの軽自動車税については、

なお従前の例による。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

地方税法の一部改正に伴い、法人の市民税の法人税割の税率を改定すること、

３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割を創設すること等

のため、この条例を制定するものである。 


